
 

 

鳥取市「新型コロナウイルス感染症緊急対策」の取組状況 

本市では、新型コロナウイルス感染症緊急対策として、令和２年４月以降、ワクチン接種やＰＣＲ検

査などの感染防止対策、生活困窮者への支援や、飲食業や宿泊業をはじめ中小事業者への緊急応援など

国の施策に加え、本市独自の様々な取り組みを行ってきました。また、昨年１０月には「明るい未来プ

ラン」を作成し、収束後を見据えた復興・再生の取り組みをしっかりと進めています。 
 

１ 緊急対策の概要 

令和２年度 358.0 億円（決算額）、150 事業 

 令和３年度 235.4 億円（決算額）、139 事業 

 令和４年度 225.4 億円（6 月追加補正後の予算額、15 か月予算含む）、142 事業（主な事業は以下のとおり） 
 

前倒し分 住民税非課税世帯等への給付金支給、妊婦の方への経済的支援、全市光回線化      64.0 億円 
農業者や市内中小事業者への支援、史跡鳥取城跡周辺の観光振興など       

当初予算 ワクチン接種、ＰＣＲ検査、制度融資など                      128.6 億円 
４月臨時 オミクロン株影響対策緊急応援金、ワクチン接種、生活困窮者自立支援            3.8 億円 
５月臨時 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金、利子補助金、保健所体制強化など        6.7 億円 
６月補正 プレミアム商品券、住宅リフォーム助成、オンライン語学指導、オフィス移転支援など  15.8 億円 
６月追加 低所得者等への光熱費助成、製造業再エネ・省エネ導入支援、畜産経営緊急支援など    6.5 億円 

 
 

２ 令和３年度の主な事業の実績 

主な事業 令和３年度実績 

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 
児童手当を受給する世帯に対し、児童１人あたり
10 万円の臨時特別給付金を支給 

交 付 額：29 億 17 万円 

（交付件数：29,002 件）（※事務費含む事業費計：29 億 1,008 万円）

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業
住民税非課税世帯等に対し、１世帯あたり 10 万円
の臨時特別給付金を支給 

交 付 額：15 億 8,620 万円 

（交付件数：15,862 件）（※事務費含む事業費計：16 億 325 万円） 

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援事業 
緊急小口等の特例貸付が終了した世帯に対して、
就労による自立につなげるため支援金を支給（単身

世帯:6 万円、2 人世帯:8 万円、3 人以上世帯:10 万円）

交 付 額：4,738 万円 

（交付件数：245 件）（※事務費含む事業費計：5,636 万円） 

超高速情報通信基盤整備事業 
全市光回線化に向けた、超高速通信網の整備 

整 備 費：17 億 7,558 万円 
（国府町の一部、福部町、河原町の一部、用瀬町、佐治町、気高町の一部、鹿野

町、青谷町） 

ふるさと鳥取市・県外学生支援事業 
県外に進学した学生へ、宅配便で市内農産物や加
工品を提供（秋便 11 月～、冬便 1 月～） 

申請人数：1,333 人 

（5 千円分×1 回、秋便 368 人、冬便 965 人）   

感染症対策推進事業 
ＰＣＲ検査委託等の感染拡大防止に要する経費 

感染対策経費：7 億 3,860 万円 

（県衛生環境研究所及び民間検査機関検査件数：40,321 件） 
新型コロナウイルスワクチン接種対策事業

新型コロナウイルスワクチンの 3 回目までの接種
に要する経費 

延べ接種回数：324,540 回 

（初回接種：283,989 回、3 回目接種：40,389 回、小児接種：162 回）

地元事業者緊急応援事業 
割増付（30％割引）の地域振興チケットの発行に
要する経費 

発行冊数：100,000 セット（5 億円） 

（販売価格 3,500 円/1 セット ※券面 5,000 円）  

中小企業事業再構築支援事業 
コロナ禍で売り上げが減少した市内企業の事業形
態の変更や新分野への進出など事業再構築を支援
（補助率 1/4[200 万円を超える経費は 1/2]、上限 100 万円）

交付件数：142 件 

（交付額 9,637 万円） 

路線バス運行継続緊急支援事業 
危機的な経営状況に陥った路線バス事業者に対
し、バス運行継続のための緊急支援金を交付 

交 付 額：1 億 900 万円 

（29 路線、109 系統）  

体育施設スマート予約システム導入事業 
体育施設の予約をウェブ上で一括管理を行う予約
システム導入 

施 設 数：59 施設 

（利用団体数：730 団体） 

※その他の事業は別紙「令和３年度 新型コロナウイルス感染症対策事業一覧」のとおり 
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